
様式第２号（第４条関係）

１■事務事業の概要

　

　 部
課

又は施設

　　

②項

対象と
対象の数

　

２■事務事業実施の状況

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　

　
活動実績
ａ(単位）
直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）
合計コスト
ｄ(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円）

①節
　③基本施策

　④単位施策(中）  4―2―1―3

　生涯スポーツ・スポーツ振興

　スポーツ組織の育成と充実

教育文化

「個性ある文化と豊かな人間性を育むまちづくり」

当たり

14,336

当たり当たり1人当たり　7 1人当たり　7 1人当たり　6.7 1人当たり　6.81人当たり　7 当たり

14,260

活動実績：スポーツクラブの会員数２，００８人
直接事業費：市からの補助金（８，１００千円）と会費（保険料５００円／人を含む）
人件費：１年間の平均給与６，２６６千円から割り出すと２，１９３千円
　　　　（１名：６,２６６千円×１．５／１０ ４名：６，２６６千円×０．５／１０×４名）

当たり

2,193

　平成２３年度 　平成２６年度　平成２５年度

65（％）

〃

　休日に小中学生がスポーツをする機会、場所、団体を提供し、各単位クラブに活動助成費を配分している中、中学校陸上の活動助成費を各中学校へ配分し円滑に活動できるようにした。

14,193

12,000

　平成２４年度

〃

　子どもたちの心身の健全な育成をスポーツを通して行
う。

　⑤単位施策(小）

　学校週５日制により、ゆとりのできた休日に子どもたちにスポーツに親しむ場を提供する。また、学校の部活動と異なり、地
域指導者がクラブの指導を行うことにより、スポーツの場だけでなく、地域や地域住民と子どもたちの触れ合いの場も提供する
ことができる。子どもたちだけでなく、地域住民にも、地域指導者として活動の場を提供することができる。

生涯スポーツ・スポーツ文化

　昨年度、試験的に小学生サッカー・バスケットボールの
各クラブ単位で実施した会計事務を今年度は全クラブで実
施した。

〃

〃

総合型地域スポーツクラブ事業（主要事業）

評価票作成者スポーツ係教育部

4―2―1―3―2

コード

生涯学習課 スポーツ担当係長　山崎　和雄係

コード

　総合型地域スポーツクラブの充実・推進 コード

4―2―1

 
２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標

 
２－３成果指標に
係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）

１－５事務事業の
内容

　毎週金曜日に保険手続きをするというルール作りによっ
て、クラブ員が申し込み後すぐ活動できるようになった。

　市内在住・在学の小学校４年生から中学校３年生までの児童・生徒を対象に、小学生８種目、中学生１１種目を実施し、地域指導者が各種目の指導を行う。

　地域ぐるみで指導することによって安定したスポーツを
提供した。

　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２２年度

　最終的には、スポーツクラブの対象者である、小学校４年生から中学校３年生までの児童・生
徒数の６５％を会員とすることを目標とする。（会員数とは、２種目を兼ねている児童・生徒は
２名と数え、各クラブに参加しているのべ人数とする。）

１－１事務事業の
名称

１－２担当

１－４事務事業の
目的の精査

　
２－１事務事業の
実施における基本
認識

 
１－３総合計画に
おける施策の体系

　平成２１年度

前期目標値(単位)

　平成１８年度

指標の説明

　平成２７年度

　小学校４年生から中学校３年生までの児童・生徒(4,035人）に占め
るスポーツクラブ会員の割合（％）

2,3182,336

12,000

アウトプット実績（活動数値）の補足説明

14,318

市民ニーズの認識

後期目標値(単位)事務事業成果指標名

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み 社会状況等の事務事業がおかれる環境把握
　今後、各クラブ単位での会計事務に移行するために、試
験的に、小学生サッカー・バスケットボールクラブで実施
した。

〃

〃

　休日に小中学生がスポーツをする機会・場所・団体を提供しており、部活
動とは異なり、他校の児童・生徒と合同で活動を行う機会があり、交流の場
を創出している。

2,062(人）

2,346

12,000 12,000

2,118(人）

2,260

12,000

意図（対象を事務事業に
よってどのような状態にす
るのか）

　市内在住・在学の小学校４年生から
中学校３年生までの児童・生徒

14,346

2,041(人）

62.5（％）

2,088(人）1,994(人）



　

後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

　
単年度
担当課評価

　　　　　
　　● ４段階評価結果Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する ● 判断の基準　①必要性（必要な事務事業であるか）

Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要 　　　　　　　 ②公共性（公が実施する意味があるか）
　 Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要  　　　　　　　③妥当性（ニーズに対して投入が適正か）

Ｄ ： 事務事業の廃止が相当 　　　　　　　 ④効率性（結果に至る活動に無駄はないか）
 　　　　　　　⑤有効性（活動の結果が上位の目的に貢献しているか）
               ⑥市民満足度（事務事業が対象にしている市民を満足させているか）

　　　　　 

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

４■事務事業の総合評価結果

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　平成２３年度 　平成２４年度 　平成２６年度 　平成２７年度

　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

　平成２１年度

　平成２１年度 　平成２２年度

51.0 50.0

78.5 76.9

　
３－２評価の内容

　各小・中学校の耐震工事によるスポーツクラブ日程の調
整。

　既存のクラブの運営状況の見直し、クラブ数の見直し。
今後の環境変化を踏まえた課題認識

　スポーツクラブの指導者説明会において、保険の取り扱い等のスキルアップを図り、安全指導への取り組みを行った。

　指導者が熱心で一部の親からお礼があった。

　小学生サッカー・バスケットボールの単位クラブでの会計は問題なく遂行
できたと思われるため、次年度は中学生の単位クラブでも実施したい。

Ａ

　中学生は単位クラブが小学生よりも多く、各単位クラブ
の代表者への会計説明会を実施する必要がある。

次年度に向けて改善する取組み

Ａ

事務事業の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

　平成２５年度　平成２２年度３－1　評価結果
(アウトカム自己
分析）

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

Ａ ＡＡ

　
４－１総合評価の
結果

結果

Ａ

指標対応実
績（％)

54.0 51.0 50.5

　平成１９年度 　平成２０年度 
２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

　継続して事業を進めること。

　２０年度より小学生バドミントンクラブを新設し、小学
生の合同クラブが増えたため、次年度は活動場所の見直し
を図り、新規会員の開拓を行う。
　トータルスポーツのクラブ員が今年度少なかったため、
トータルスポーツの周知・広報の拡充を図る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃 　トータルスポーツのクラブ員が今年も少ないので、トー
タルスポーツの面白さを周知させる。

　小学生合同クラブの活動場所の見直し。

審査会による改善方向の指示

　継続して事業を進めること。

　継続して事業を進めること。

Ａ

　継続して事業を進めること。

Ａ

Ａ

Ａ

　継続して事業を進めること。

　全単位クラブにおいて、会計事務を各クラブで行ってもらい、円滑に運営
できたので、次年度からも継続したいきたい。

　保険申込みをした日の週末からの活動に参加できるようになり、大変喜ば
れた。

　平成２４年度　平成２３年度

83.1 78.5 77.7

　平成１８年度


